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平成１５年６月２４日 

国 土 交 通 省



 

Ⅰ．道路事業評価手法検討委員会における検討状況 
  

１．道路事業評価手法検討委員会 
  
（１）目的 
事業評価に用いる客観的な評価指標や費用便益比算定に必要な「原単
位」の見直し、 「総合評価手法」や特殊な事業の評価手法に関する助言・
検討を実施する。  

 （２）構成 
 
委員長  森地 茂    東京大学大学院工学系研究科教授 
顧 問  中村 英夫   武蔵工業大学教授 
委 員  小林 潔司   京都大学大学院工学研究科教授 
委 員  竹内 健蔵   東京女子大学文理学部教授 
委 員  林山 泰久   東北大学大学院経済学研究科助教授 
委 員  山内 弘隆   一橋大学大学院商学研究科教授 

 

２．道路事業評価手法検討委員会における審議概要および意見照会の実施 

平成 15年 1月 23日 第 1回委員会 
   ・費用便益分析に用いる原単位の改定案について 
    ・客観的評価指標（案）の改定方針案について 等  
平成 15年 3月 3日  第 2回委員会 
   ・費用便益分析マニュアル（案）の改訂案とりまとめ 
   ・客観的評価指標（案）の改訂案についての検討 
・総合評価試行方針（案）についての検討  
平成 15年 3月 25日 第 3回委員会 
   ・客観的評価指標（案）の改訂案とりまとめ 
   ・総合評価試行方針（案）とりまとめ  
  平成 15年 4月 7日～21日 意見照会実施 
「道路事業評価手法（「費用便益分析マニュアル（案）」、「客観的評価指
標（案）」及び「高速道路を対象とした総合評価（案）」について（依頼）」 

    ■寄せられた意見 ： ５９５件（４６自治体）   
平成 15年 5月 1日  第 4回委員会 
   ・高速道路を対象とした総合評価のケーススタディーについて検討  
  平成 15年 5月 16日～23日 意見照会実施 
   「「高速道路を対象とした総合評価（案）」に関する地方公共団体からの
意見照会に対する回答及び高速道路の総合評価における重み付けについ
て（協力依頼）」 

    ■寄せられた意見 ： １７１件（４９自治体）  
平成 15年 5月 29日 第 5回委員会 
   ・高速道路を対象とした総合評価のケーススタディーについて検討（２） 
  
第 5 回委員会までに審議された原案について、広く国民の皆様からご意見を伺
うべく、パブリックコメントを実施中（平成 15 年 6 月 12 日～6月 30 日） 
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高速道路を対象とした評価手法に関する 
パブリックコメントの募集について 

 

平成 15 年 6 月 12 日 
国 土 交 通 省 

 

高速道路の整備効果の評価においては、従来の費用便益分析で考慮されてい

る貨幣換算が確立されている評価項目（時間短縮、走行経費、事故減少）だけ

でなく有料道路としての採算性や、地域経済への波及、生活環境の改善、公共

サービスの向上、災害時への対応、環境改善等、現状の便益計測技術では貨幣

換算が困難な効果・影響をできるだけ多元的に取り込むことで、高速道路の役

割を踏まえ、その結果を客観的に把握することが可能となります。 
具体的には、各評価項目を設定した上で、項目間の相対的な重要度を設定（重

み付け）することにより、評価の価値規範を定量的に明らかにし、高速道路事

業の評価を学術的にも客観的に示すものです。 
この評価手法については、「道路事業評価手法検討委員会」（委員長：森地茂

東京大学教授）において、平成１５年１月より５回にわたって審議しており、

第５回委員会（５月２９日開催）までに審議された原案について、広く国民の

皆様からご意見を伺うべく、ご意見を下記のとおり募集いたします。 
 

 

 

意見募集の概要 
 
１．意見募集対象 
・ 高速道路を対象とした評価について 
 
２．意見募集期間 
平成 15年 6月 12日（木）～平成 15年 6月 30日（月）必着 

 
３．資料入手方法 
関係資料につきましては、以下のホームページで入手可能です。 
・ 意見募集対象資料「高速道路を対象とした評価について」 
   http://www.mlit.go.jp/kisha/pubcom/pubcom.html 
・ 道路事業評価手法検討委員会資料および議事録 

http://www.mlit.go.jp/road/ir/iinkai/index.html 
 

 
＜問い合わせ先＞ 

国土交通省道路局高速国道課 課長補佐  橋本 雅道 37742（内） 

03-5253-8111（代表）       
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高速道路を対象とした評価手法に関するご意見の募集について 

 

平成 15 年 6 月 12 日 

＜問い合わせ先＞      

道路局高速国道課     

（内線 37742） 

Tel03-5253-8111（代表） 

 

高速道路の整備効果の評価においては、従来の費用便益分析で考慮されている貨幣換算

が確立されている評価項目（時間短縮、走行経費、事故減少）だけでなく有料道路として

の採算性や、地域経済への波及、生活環境の改善、公共サービスの向上、災害時への対応、

環境改善等、現状の便益計測技術では貨幣換算が困難な効果・影響をできるだけ多元的に

取り込むことで、高速道路の役割を踏まえ、その結果を客観的に把握することが可能とな

ります。 

具体的には、各評価項目を設定した上で、項目間の相対的な重要度を設定（重み付け）

することにより、評価の価値規範を定量的に明らかにし、高速道路事業の評価を学術的に

も客観的に示すものです。 

この評価手法については、「道路事業評価手法検討委員会」（委員長：森地茂東京大学教

授）において、平成１５年１月より５回にわたって審議しており、第５回委員会（５月２

９日開催）までに審議された原案について、広く国民の皆様からご意見を伺うべく、ご意

見を下記のとおり募集いたします。（道路事業評価手法検討委員会は公開されており、委員

会資料及び議事録は国土交通省道路局のホームページでご覧になれます） 

・道路事業評価手法検討委員会ＨＰ http://www.mlit.go.jp/road/ir/iinkai/index.html 

 

 

意見募集要領 

 

意見募集対象 

・ 高速道路を対象とした評価について 

 

意見募集期間 

平成 15年 6 月 12 日（木）～平成 15年 6 月 30 日（月）必着 

 

意見送付方法  

別紙の意見提出用紙に記入のうえ、以下のいずれかの方法で、国土交通省道路局高速

国道課まで、ご意見を日本語にて送付して下さい。（なお、電話によるご意見の受付は対

応しかねますので、あらかじめご了承下さい。） 
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1.ＦＡＸの場合 

ＦＡＸ番号：03-5253-1619  

国土交通省道路局高速国道課 宛 

2.郵送の場合 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２-１-３ 

国土交通省道路局高速国道課 宛  

3.電子メールの場合 

電子メールアドレス：ROB_KOD@mlit.go.jp 

   国土交通省道路局高速国道課 宛 

 

注意事項  

皆様から頂きましたご意見につきましては、最終的な決定における参考とさせていた

だきます。なお、ご意見に対しての個別の回答は致しかねますので、予めその旨ご了承

願います。 

ご意見は、住所、電話番号、電子メールアドレスを除き公開されることがあることを

ご承知おき下さい。 

 

（別紙） 

国土交通省道路局高速国道課 パブリックコメント担当宛 

 

意見提出用紙 

氏名 （フリガナ） 

住所  

所属 （会社名）      （部署名） 

電話番号  

電子メールアドレス  

該当個所 （資料番号）     （頁） 

（原文） 

 

 

ご意見・理由  
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高速道路を対象とした評価について 

 

１．評価の目的と検討手順 
高速道路の整備効果の評価においては、費用便益分析で考慮されている貨幣換算が確

立されている評価項目（時間短縮、走行経費、事故減少）だけでなく、有料道路として

の採算性や、地域経済への波及、生活環境の改善、公共サービスの向上、災害時への対

応、環境改善等、現状の便益計測技術では貨幣換算が困難な効果・影響をできるだけ多

元的に取り込むことで、高速道路の役割を踏まえ、その効果を客観的に把握することが

可能となる。 

具体的には、各評価項目を設定した上で、項目間の相対的な重要度を設定（重み付け）

することにより、評価の価値規範を定量的に明らかにし、高速道路事業の評価を学術的

にも客観的に示すものである。 

今後、評価結果を公表し、地方の意見なども踏まえながら、高速道路整備のあり方に

ついて決定していくものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 評価の検討手順 

 

 

１．１ 評価項目の体系化（参考資料１） 
評価体系の階層は大項目、中項目、小項目の３階層を基本とする。各評価項目は、事業

特性や地域特性を適切に反映するよう設定するとともに、なるべく相互に独立であるよう

に選定する。しかし、現実的には評価項目間の独立性が必ずしも明確にできない場合があ

り、その場合には説明のし易さや評価項目のもつ重要性を考慮し、評価項目として取り入

れるかどうかを判断する。 

 

1.1.1 大項目の設定 

大項目は、「費用対便益」、「採算性」、「波及的影響（その他外部効果）」の３項目で

構成する。 

１．１ 評価項目の体系化 

１．４ 事業の客観的評価 
   （評価項目の相対的重要度設定） 

１．３ 評価点の設定 

１．２ 評価指標の設定 
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    費用対便益：当該路線の費用（Ｃ：初期投資、維持管理費等）と受益者（利用者

等）側の便益（Ｂ：効果を貨幣換算したもの）から、投資と効果の

関係を評価。 

なお、事業の進捗率を勘案するため、残費用（Ｃ’：追加投資、維持

管理費等）についても併記する 

    採 算 性：当該路線の費用（Ｃ）と料金収入（Ｒ）から、有料道路事業として

費用に対する回収割合を評価。 

    波及的影響（その他外部効果）：現状の便益計測技術では貨幣換算が困難な影響・

効果について、費用対便益との独立性に留意しつつ、多様な効果を

可能な限り考慮した項目で評価。 

 

1.1.2 中項目の設定 

波及的影響（その他外部効果）については、費用対便益における便益計測項目との

重複に留意しつつ、貨幣換算が困難な効果・影響に関する事項について、中項目を設

定する。 

公共事業は、「自立した個人の生き生きとした暮らしの実現」、「多様性ある地域の

形成」、「競争力のある経済社会の維持・発展」、「美しく良好な環境の保全と創造」、

「安全の確保」に役割を果たすことが期待されている（平成 14 年 8 月公共事業評価

システム研究会「公共事業評価の基本的考え方」）。これら 5 つの役割に加え、その 5

項目では評価不可能な地方の創意工夫による取り組み状況や協力姿勢を評価し、地方

の自主的な努力に対するインセンティブを付与するため、地方公共団体が策定する地

域計画との整合や、利用増進・コスト縮減などを評価するための項目を設定した。 

 

① 住民生活「自立した個人の生き生きとした暮らしの実現」 

② 地域社会「多様性ある地域の形成」 

③ 地域経済「競争力のある経済社会の維持・発展」 

④ 環境「美しく良好な環境の保全と創造」 

⑤ 安全「安全の確保」 

⑥ 「その他地方公共団体の自主的な取り組みによってもたらされる波及的影響」  

 

1.1.3 小項目の設定 

中項目別に高速道路の機能・役割を踏まえ、事業実施により期待される効果・影

響を評価する小項目を設定。 

 

 

１．２ 評価指標の設定（参考資料２） 
評価項目（中項目、小項目）に対して、事業の実施によりどのような状況が生み出され

るのか（アウトカム）を説明するための代表的な評価指標を設定する。評価指標の設定に

あたっては、評価項目に対して指標が多くなりすぎないよう、既存の高速道路の整備効果
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事例などを参考に、効果を端的に表す代表的な指標を設定する。また、データの入手可能

性に考慮しながら、可能な限り定量化できる指標を設定する。 

 

 

１．３ 評価点の設定（参考資料２） 
指標の評価結果を整理する上で、有意な差が表現できるような評価点を設定する。また、

各指標間で評価点を相対的に比較できるよう、基準化を行う必要がある。具体的には、偏

差値評価または５段階評価を用いる。 

評価基準の設定において、定量化可能な評価指標の場合は、その数値の変化の程度で幅

を示すことができる。また、定量化困難な評価指標の場合は、記述的な表現により状況変

化を複数のレベルで示したり、該当数で評価する方法等様々な設定方法が考えられる。 

 

 

１．４ 事業の客観的評価（評価項目の相対的な重要度設定） 
各評価項目間の相対的な重要度を評価に反映させるために、評価項目に重み付けを行い、

各評価項目の評価点と重みの加重和をとることにより、評価の客観化を図る。 

 

1.4.1 重みの設定 

重みの設定方法には、①重み付けの設定者の主観に基づき直接的に設定する「直

接評価法」と、②他の評価項目と一対比較を行うことにより間接的に重みをつける

「一対比較法」がある。 

 

表 重みの設定方法 

手法 手法の概要と特性 メリット デメリット 

直接評価法 ・ 全評価項目の重みを同時
に、直接的に決定する方

法。 
・ 一対比較法と比べて、各評

価項目の重みの大きさに

それほど大きな差がつか

ない傾向がある。 

・ 重み付け設定車の各評価項

目に対する重みの評価を直

接的に反映することができ

るため、右に示す同時決定

に伴うデメリットが回避で

きれば、重み付け決定者の

感覚に合致した結果が得ら

れる。 
・ 一対比較法と比べ、重みの

決定に計算等の煩雑な手続

きを伴わない。 

・ 多数の評価項目の重みを同

時に決定することは、一般

的に困難であるため、適正

な重みが得られない恐れが

ある。 
 

一対比較法 ・ 2 つの評価項目の相対的
重要度を、全ての評価項目

ペアについて評価するこ

とによって、全評価項目の

重みを計算によって決定

する方法。 
・ 直接評価法と比べて、各評

価項目の重みの大きさが

極端に出る場合もある。 

・ 多数の評価項目の重みを同

時に決定する必要がない。 
 

・ 重み付け設定者の各評価項

目に対する重みの評価を直

接的に反映することができ

ないため、重み付け設定者

の感覚に合わない結果が得

られる恐れがある。 
・ 重みの決定に煩雑な計算等

を伴う。 
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 1.4.2 重みの算出方法 

    重みは設定する者の価値観によって異なるので、複数の人を対象にアンケート等

を行い、評価項目の重みを算出する。 

① 重み付け設定者の選定 

重み付け決定者は、評価項目の体系や指標の内容、用語の解釈を十分理解してい

る必要がある。価値観の相違は許容しなければならないが、体系や指標の内容、用

語の解釈といった要素については、認識の統一を図らなければならない。 

② アンケートの実施 

これまで、都道府県、政令指定市の計画担当者に対し、重み付けのアンケート

調査を行った。重みの設定方法については、アンケートの回答者が内容について

専門的な知識を有する者であることから、直接評価法を採用した。（図２） 

調査票の回答方法は、重み付け設定者が回答しやすいように、大項目（費用対

便益、採算性、波及的影響（その他外部効果））について重みの合計が 100 点とな

るよう配分することとし、波及的影響の各小項目についても、重みの合計が 100

点となるように配分することとした。 

（各地方公共団体の重み付け結果については、道路事業評価手法検討委員会の第 5

回委員会資料参照。http://www.mlit.go.jp/road/ir/iinkai/index.html） 
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費用対便益 

 

採算性 

 

波及的影響 

 

  住民生活      高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる 

            新幹線・空港等幹線交通網への利便性が高まる 

            高度な医療施設までの搬送時間が短縮される 

 

  地域社会      拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる 

            日常活動圏の中心都市へのアクセスが向上する 

            複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の振興に貢献する 

     

  地域経済      物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地を振興する 

            高速道路へのアクセスが容易になり、農林水産品の流通の利便性が向上する 

            高速道路の整備とあわせた地域振興計画が進められている 

 

  環境        自動車からの NOX、SPM 排出量が削減される 

            並行道路において騒音レベルが低減する 

            自動車からの CO2 排出量が削減される 

 

  安全        並行する緊急輸送道路が通行止めになった場合の迂回路が長大である 

            並行する緊急輸送道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある 

            並行する高速道路の代替路線を形成する 

 

  その他       地方の創意工夫による自主的な取り組み状況を評価する 

 

 

 

図２ 地方公共団体への重み付け調査票（例） 

 

合計 100 点 

合計 100 点 合計 100 点 
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２．総合評価の対象 
① 総合評価の対象は高速自動車国道整備計画策定済の未供用区間（平成 15 年度末 

1,999km）とする。また、総合評価において前提とするネットワークの考え方につい

ては参考資料３参照。 

② 検討の参考として行っているケーススタディーでは、整備計画策定済の未供用区

間のうち、ブロック毎に２区間程度および第二東名、第二名神、大都市環状道路の

計１９区間、約８００km 程度を対象としている（参考資料２「評価指標の定義と評

価点の考え方（案）」におけるヒストグラムを参照）。 

 



高速道路の総合評価における評価項目・指標

評価の視点 評価項目 指標

走行時間短縮便益

走行経費減少便益

交通事故減少便益

　有料道路として区間毎に、料金収入によ
る費用回収の割合を評価。

投資限度額比率
Ｒ/Ｃ
（※2）

高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる
指標1
（別紙）

新幹線・空港等幹線交通網への利便性が高まる
指標2
（別紙）

高度な医療施設までの搬送時間が短縮される
指標3
（別紙）

拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる
指標4
（別紙）

日常活動圏の中心都市へのアクセスが向上する
指標5
（別紙）

複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の
発展に貢献する

指標6
（別紙）

物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地を
振興する

指標7
（別紙）

高速道路へのアクセスが容易になり、農林水産品
の流通の利便性が向上する

指標8
（別紙）

高速道路の整備とあわせた地域振興計画が進め
られている

指標9
（別紙）

自動車からのNOX、SPM排出量が削減される
指標10
（別紙）

並行道路において騒音レベルが低減する
指標11
（別紙）

自動車からのCO2排出量が削減される
指標12
（別紙）

並行する緊急輸送道路が通行止めになった場合
の迂回路が長大である

指標13
（別紙）

並行する緊急輸送道路で冬季交通障害や異常気
象時に通行規制される区間がある

指標14
（別紙）

並行する高速道路の代替路線を形成する
指標15
（別紙）

その他
地方公共団体
の取り組み

　地方公共団体が策定する地域計画との
整合や、利用増進・コスト縮減など、事業実
施に対する地方公共団体の自主的な取り
組みや協力姿勢を評価。

地方の創意工夫による自主的な取り組み状況を評
価する

指標16
（別紙）

※1 Ｂ：当該道路及び周辺道路利用者が享受する便益（当該路線を整備した場合と整備しない場合の便益総計の差）

Ｃ：当該路線の事業費及び維持管理費の合計

Ｃ’：当該路線の残事業費及び維持管理費の合計
※2 Ｒ：投資資金回収見込額（料金収入から維持管理費を差し引いたもの）

　公共交通による他地域への移動時間を短
縮し、生活機会や交流人口の拡大に資する
効果を評価。
　また、高次医療施設までの搬送時間の短
縮による、住民生活の安心向上を評価。
　渋滞緩和による利便性向上は、便益と重
複するので評価しない。

波
及
的
影
響

（
そ
の
他
外
部
効
果

）

大項目・中項目
（小項目）

地域社会

費用対便益

採算性

Ｂ-Ｃ
又は
Ｂ-Ｃ’
（※1）

　高速道路整備によって周辺道路の負荷が
軽減されることによる生活環境の保全・改
善への寄与及び地球温暖化対策への寄与
を評価。
　評価対象区間は環境アセスメント実施済
であることから、自然環境・生活環境への
負の影響は考慮しない。

　自然災害時や大規模事故時における緊
急輸送道路の代替路を形成し、地域の安
全性向上を評価する。
　また、高速ネットワークの代替路線形成に
よる国土のリダンダンシー向上を評価す
る。
　交通事故減少による安全性向上は便益と
重複するので評価しない。

住民生活

地域経済

環境

安全

　地域の経済・生活・文化・教育等の拠点と
なる都市へのアクセス向上や都市相互の
連携補完による、地域社会の自立と定住に
寄与する効果を評価。
　また、観光地へのアクセス向上による地
域情報の発信、地域文化の振興並びに観
光振興への寄与を評価。

　産業立地・振興や、農林水産業の振興に
寄与する物流・流通の利便性向上を評価。
　また、高速道路の整備とあわせて進めら
れている地域振興計画の実現による、地域
経済への効果を評価。

　高速道路整備による直接的な便益のう
ち、貨幣換算可能となる3項目を評価（有
料・無料の別に算定）。

参考資料１

・生活機会の拡大
・公共サービスの向上

・地域社会の安定化
・地域文化の振興

・生活環境の保全
・地球環境の保全

・事故・災害の減少
・二次的影響の軽減

・生産の拡大
・雇用の増加

11
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評価指標の定義と評価点の考え方（案） 
 

1.1. 高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる 

目 的 高速ネットワークを用いた、生活圏の中心都市相互を連絡する新たな公共交通機関が整備され

ることによる、都市間交通の利便性向上を評価する。 

 

     評価点＝T2／T1 
T1 ： 対象区間により連絡される拠点都市間の鉄道による最短移動時間（分） 

T2 ： 対象区間供用に伴うバス路線の新設により短縮される都市間移動時間（分） 

 

指 標 

【定義】 
• 拠点都市 
   ・生活圏中心都市および政令指定市が対象 
   ・各対象区間毎に、連絡すべき拠点都市として対象区間近傍の都市ペアを設定 

• 鉄道による最短移動時間 
・拠点都市の中央駅間の鉄道による移動時間 ※汎用検索ソフト（駅すぱあと）による（時
刻表に対応している）。 

   ・新幹線，特急，急行も考慮 
     ・拠点都市の中央駅－市役所間の移動時間も考慮 ※但し、自動車移動のみで、歩行によ
る移動は考慮していない 

   ・現況で鉄道による連絡がない、又は道路利用（バス利用を想定）の方が移動時間が短い
拠点都市間に関しては、道路による移動時間としている 

• 対象区間供用に伴うバス路線の新設により短縮される都市間移動時間の設定 
   ・対象区間供用により高速バスが新設されると仮定し、その場合の移動時間をバス利用に
よる時間とした 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用により、現況での鉄道移動より道路利用による移動時間の方が短くなる場合

は、その時間短縮率によって都市間交通の利便性向上を評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

都市 A 都市 B 
 

現況の鉄道による移動時間（TT） 

A駅 B駅 

高規格（供用） 対象区間 

将来の高速バスによる移動時間（TB） 

• TB＜TTとなる場合

に評価点。 
• TB＞TTとなる場合

は、0点とする。 
 

3

6

3

1

2

3

0 0

1

0

2

4

6

8

35-40 40-45 45-50 50-55 55-60 60-65 65-70 70-75 75-80

偏差値

ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
数

0

9

4
5

1

0

2

4

6

8

10

1 2 3 4 5

5段階評価

ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
数

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 

参考資料２ 
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1.2. 新幹線・空港等幹線交通網への利便性が高まる 

目 的 全国一日行動圏を達成し、交流人口の増大に資するための高速交通体系へのアクセス向上、特

に新幹線・空港へのアクセス向上を評価する。 

 

 
 

 

t2-1 ： 現況での 3次メッシュ中心から新幹線駅へのアクセス所要時間（分） 

t2-2 ： 現況での 3次メッシュ中心から空港へのアクセス所要時間（分） 

t2-3 ： 対象区間供用時の 3次メッシュ中心から新幹線駅へのアクセス所要時間（分） 

t2-4 ： 対象区間供用時の 3次メッシュ中心から空港へのアクセス所要時間（分） 

p2-1 ： 当該 3次メッシュ内の人口（万人） 

指 標 

 

【定義】 

• 3 次メッシュ 

・全国の地域を一辺約 1km の正方形で分割した区画で、各種統計の集計単位として用いられる。 

 （昭和 48 年 7 月 12 日 行政管理庁告示第 143 号 

「統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシュ・コード」） 

 以下の指標においても同様。 

• 新幹線駅 

   ・フル規格＋ミニ新幹線（100 駅） 

   ・整備計画路線（フル規格）を含む。 

• 空港 

   ・第三種以上及び共用飛行場（離島除き 57 空港） ※「数字で見る航空 2002」による 

   ・建設中及び建設予定を含む。 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用によりアクセス所要時間が短縮される場合に加点。 

・アクセス所要時間が短縮される 3 次メッシュ内の人口が多いほど評価点が高くなるよう、3

次メッシュ内人口で加重する。 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

 

 
新幹線駅 

評点＝
1

2
1－

t2-3×p2-1

t2-1×p2-1

＋ 1－
t2-4×p2-1

t2-2×p2-1

当該 3次メッシュ 

対象区間 

現況所要時間 t2- 1 

将来所要時間 t2- 3 

1

3 3 3

5

0

3

1

0

1

2

3

4

5

6

30-35 35-40 40-45 45-50 50-55 55-60 60-65 65-70

偏差値

ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
数

1

6

8

3

1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1 2 3 4 5

5段階評価

ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
数

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.3. 高度な医療施設までの搬送時間が短縮される 

目 的 高次医療施設までの搬送時間が短縮されることによる救急救命率の向上と、それに伴う地域全

体の生命に対するリスク低減効果（安心向上）を評価する。 

 

 
 

 

t3-1 ： 現況での 3次メッシュ中心から第三次医療施設へのアクセス所要時間（分） 

t3-2 ： 対象区間供用時の 3次メッシュ中心から第三次医療施設へのアクセス所要時間（分） 

p3-1 ： 当該 3次メッシュ内の人口（万人） 

指 標 

【定義】 

• 第三次医療施設 
   ・重症及び複数の診療科領域にわたるすべての重篤な救急患者を 24 時間体制で受け入れ、
かつ高度な診療機能を有する医療機関（沖縄県を除く 156 施設） 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用によりアクセス所要時間が短縮される場合に加点。 

・アクセス所要時間が短縮される 3 次メッシュ内の人口が多いほど評価点が高くなるよう、3

次メッシュ内人口で加重する。 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

 
評点＝1－

t3-1×p3-1

t3-2×p3-1

 
第三次医療施設 

当該 3次メッシュ 

対象区間 

現況所要時間 t3- 1 

将来所要時間 t3- 2 

1

4

2
1

6

3

1
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1

0

5
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30-35 35-40 40-45 45-50 50-55 55-60 60-65 65-70 70-75 75-80

偏差値
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グ
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6
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1

0
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1 2 3 4 5

5段階評価
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グ
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ン
ク
数

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.4. 拠点都市間を連絡し、相互の連携が可能になる 

目 的 地域の経済、生活、文化、教育等の拠点となる生活圏の中心都市相互を効果的に連絡し、地域

間交流の活発化を通じ、地域振興と高次サービスの相互補完を図る。 

【拠点都市間が現況において高速道路で連絡されていない場合】 

     評価点＝∑｛（X4-1×X4-2）／D×（⊿D/D）｝ 
X4-1，X4-2 ： 対象区間の整備により、連結される拠点都市人口（万人） 

D ： 対象拠点都市間の距離(km) 

⊿D ： 拠点都市間の時間最短経路として使われた対象区間の距離(km) 

 

【拠点都市間が現況において高速道路で連絡されている場合】 

     評価点＝∑｛（X4-1×X4-2）／D×（⊿D/D）×α｝ 
α ： 連絡時間短縮率 ＝ ｛（現況の最短連絡時間(h)）－（対象区間供用時

の最短連絡時間(h)）｝/（現況の最短連絡時間(h)） 

 

※拠点都市ペアは、連絡時間短縮率の大きいものから最大 10 を選ぶものとする。 

指 標 

 

【定義】 

• 拠点都市 
   ・地方部は生活圏中心都市（離島除き 167 都市）、大都市圏は政令指定市（12 都市）およ
び業務核都市（10 都市） 

• 対象拠点都市ペア 
   ・一日行動圏が片道約 3時間であることに基づく、都市間最短距離が 300km 以内の全拠点
都市ペア 

• 連絡される拠点都市 
   ・対象区間の供用により、現況の都市（役場）間連絡時間が短縮される拠点都市ペア 

• D 
   ・対象区間供用時の時間最短経路の距離 

• ⊿D 
   ・拠点都市間の時間最短経路として使われた対象区間の距離 

【評価点の考え方】 

・拠点都市間を連絡する重要度を連絡する都市の人口（2乗比例）と距離（反比例）で評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

 

拠点 A

高速道路 対象区間 

対象区間供用時の時間最短経路 

D（都市間距離） 

⊿D 
拠点 B

距離最短経路 ≦ 300km  

既存高速道路 
連絡時間 t4-2AB 

対象区間 
連絡時間 t4-1AB 

t4-2AB－ t4-1AB  
拠点 B

拠点 A
拠点 C

連絡時間 t4-1AC  

αAC=1 

t4-2AB 
αAB= 

5

10

2

0 0 0
1
0
1

0

5

10

15

40-45 45-50 50-55 55-60 60-65 65-70 70-75 75-80 80-85

偏差値
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0

5
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5段階評価
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.5. 日常活動圏の中心都市へのアクセスが向上する 

目 的 日常活動圏の中心都市へのアクセスが向上することによる、公共サービスに対する利便性の向

上、生活機会の拡大等を通じた生活圏としての自立と定住の効果を評価する。 

 

 

 

 

t5-1 ： 現況での 3次メッシュ中心から日常活動圏中心都市へのアクセス所要時間（分） 

t5-2 ： 対象区間供用時の 3 次メッシュ中心から日常活動圏中心都市へのアクセス所要

時間（分） 

p5-1 ： 当該 3次メッシュ内の人口（万人） 

指 標 

【定義】 

• 日常活動圏中心都市 
   ・指標 4の「拠点都市」と同様。 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用によりアクセス所要時間が短縮される場合に加点。 

・アクセス所要時間が短縮される 3 次メッシュ内の人口が多いほど評価点が高くなるよう、3

次メッシュ内人口で加重する。 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

 

 
評点＝1－

t5-2×p5-1

t5-1×p5-1

 
日常活動圏中心都市 

当該 3次メッシュ 

対象区間 

現況所要時間 t5- 1 

将来所要時間 t5- 2 

3

1

2

3 3 3 3

1
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4

30-35 35-40 45-50 50-55 55-60 60-65 65-70 70-75

偏差値
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3 3
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1

0
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数

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.6. 複数の主要観光地を連絡し、広域的な観光産業の発展に貢献する 

目 的 主要観光地へのアクセスが向上し周遊性が高まる結果、広域的な観光産業が発展する効果を評

価する。 

 

 
 

t6-1 ： 現況での市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

t6-2 ： 対象区間供用時の市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

X6 ： 市町村の年間観光入込客数（万人） 

指 標 

【定義】 

• アクセス所要時間 

   ・各市町村の役場から高速道路 IC へ到達するまでに要する時間 

• 年間観光入込客数 
   ・市町村単位の年間観光入込客数（各都道府県データ） 

• 高速道路 
   ・高速自動車国道、国道自専道部、都道府県道及び政令市市道自専道部、都市高速道路（指
標 8と同様） 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用により、最寄りの高速道路 IC へのアクセス所要時間が短縮される市町村全

体の観光入込客数で評価。 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 

評点＝ 1－
t6-2

t6-1
X6
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1.7. 物流拠点へのアクセスが容易になり、産業立地・振興を支援する 

目 的 物流の拠点となる主要な空港・港湾へのアクセスが向上することによる、地域への産業立地・

産業振興等の効果を評価する。 

 

 

 

t7-1 ： 現況での市町村役場から主要な空港・港湾へのアクセス所要時間（分） 

t7-2 ： 対象区間供用時の市町村役場から主要な空港・港湾へのアクセス所要時間（分） 

X7 ： 市町村の年間工業製品出荷額（億円） 

指 標 

【定義】 

• 主要な港湾 
   ・国際コンテナ航路の発着港湾（58 港湾） ※「港湾ポケットブック 2002」による 

• 主要な空港 
   ・第三種以上及び共用飛行場（離島除き 57 空港） ※「数字で見る航空 2002」による 
   ・建設中及び建設予定を含む。 

• アクセス所要時間 
   ・各市町村の役場から主要な空港・港湾へ到達するまでに要する時間 

• 年間工業製品出荷額 
   ・1 年に従業者 4人以上の事業所（工業）が製造したもののうち、出荷した分の価格総額 

※H12 年工業統計表による 

【評価点の考え方】 

・対象区間の利用により物流拠点へのアクセス所要時間が短縮される場合に市区町村の工業製

品出荷額で評価 

 

 
 

 

 
 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 

評点＝ 1－
t7-2

t7-1
X7
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1.8. 高速道路へのアクセスが容易になり、農林産品の流通の利便性が向上する 

目 的 高速道路 IC までのアクセスが向上することによる、地域の農林産品の流通の利便性が向上す

る効果を評価する。 

 

 
 

t8-1 ： 現況での市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

t8-2 ： 対象区間供用時の市町村役場から高速道路 IC へのアクセス所要時間（分） 

X8 ： 市町村の農林水産品出荷額（億円） 

指 標 

【定義】 

• アクセス所要時間 

   ・各市町村の役場から高速道路 IC へ到達するまでに要する時間 

• 農林産品出荷額 
・ 農業：市町村単位の農業粗生産額 
・ 林業：（市町村の人工林面積/都道府県の人工林面積）×都道府県の粗生産額 
・ 水産業：以下の額の合計 
海面漁業漁獲金額＝市町村の経営体数×1経営体平均漁獲金額 
内水面養殖業販売金額＝市町村の経営体数×1経営体平均販売金額 

湖沼漁業販売金額＝市町村の経営体数×1経営体平均販売金額 

• 高速道路 
   ・高速自動車国道、国道自専道部、都道府県道及び政令市市道自専道部、都市高速道路 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用により、最寄りの高速道路 IC へのアクセス所要時間が短縮される市町村全

体の農林産品出荷額で評価。 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 

評点＝ 1－
t8-2

t8-1
X8
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1.9. 高速道路の整備とあわせた地域振興計画が進められている 

目 的 高速道路の整備を契機として地方公共団体等が整備中又は計画中の地域振興プロジェクトの

実現により、地域経済の活性化や雇用の創出に寄与する効果を評価する。 

 

  評価点＝(T9-1+T9-2)/2 
 

T9-1 ： 新たに整備される高速道路 IC から 10km 以内で進められている地域振興プロジ

ェクトの計画面積(ha)を評価点とした場合の偏差値 

T9-2 ： 新たに整備される高速道路 IC から 10km 以内で進められている地域振興プロジ

ェクト地区の事業費（億円）を評価点とした場合の偏差値 

指 標 

【定義】 

• 地域振興プロジェクト 
・ 土地区画整理事業、再開発事業、住宅地整備、その他地域拠点形成事業 
・ 工業団地、物流団地、その他産業支援拠点 
・ 公園整備 
・ 道の駅整備     等 

※国交省調査による（H15、IC10km 圏の未完成プロジェクト） 
     

• 地域振興プロジェクト地区の位置 
   ・上記調査時の報告所在地（住所）で代表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.10. 自動車からの NOX、SPM 排出量が削減される 

目 的 高速ネットワークへの交通の転換に伴う自動車交通の走行速度の向上により、自動車からの

NOX、SPM の排出量が削減され、生活環境の保全に寄与する効果を評価する。 

 
評価点＝max(Hn,Hs) 

Hn：NOX排出削減率 

Hn＝1－｛Σ（ani(v’n)×Q’ni）/Σ（ani(vn)×Qni）｝ 

 

an(v) ： NOX排出原単位（g/km 台） 

Qn ： 影響圏域内の道路の現況交通量

（台キロ） 

Q’n ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後交通量（台キロ） 

vn ： 影響圏域内の道路の現況速度

(km/h) 

v’n ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後速度(km/h) 

I ： 車種区分（大型、小型） 

Hs：SPM 排出削減率 

Hs＝1－｛Σ（bsi(v’s)×Q’si）/Σ（bsi(vs)×Qsi）｝ 

 

bs(v) ： SPM 排出原単位（g/km 台） 

Qs ： 影響圏域内の道路の現況交通量

（台キロ） 

Q’s ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後交通量（台キロ） 

vs ： 影響圏域内の道路の現況速度

(km/h) 

v’s ： 影響圏域内の道路の対象区間整

備後速度(km/h) 

i ： 車種区分（大型、小型） 

指 標 

【定義】 

• NOX、SPM 排出原単位 
   ・速度別、2車種別（大型、小型）（国土技術総合政策研究所（H12）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用に伴う自動車交通の走行速度の向上により、地域の生活環境の保全に寄与す

る効果を、NOX、SPM の排出削減率で評価。 

・NOX、SPM のうち排出削減率が大きい方で代表。 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.11. 並行道路において騒音レベルが低減する 

目 的 並行道路の交通量の減少により、並行道路の沿道地域の騒音レベルが低減し、沿道住民の生活

環境の保全に寄与する効果を評価する。 

 
評価点＝X11 

 

X11 ： 並行道路の沿道地域の騒音レベルが 

夜間要請限度を超過している箇所（区間）がある場合 ・・・ 2 点 

夜間要請限度以下で、 

環境基準を超過している箇所（区間）がある場合  ・・・ 1 点 

全ての区間で環境基準を満たしている場合 ・・・・・・・・ 0 点  

指 標 

【定義】 

• 並行道路 
   ・対象区間の代替路線のうち、交通量、当該対象区間からの距離等を勘案し、主要な代替
路線と見なされる一般国道等。 

• 騒音レベル 
   ・H14 道路環境センサス（国土交通省） 

 

【評価点の考え方】 

・並行道路の騒音レベルが夜間要請限度または環境基準を超過している場合に、対象区間を評

価。 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

 

※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.12. 自動車からの CO2排出量が削減される 

目 的 高速ネットワークへの交通の転換に伴う自動車交通の走行速度向上により、自動車からの CO2

排出量が削減され、地球環境保全に寄与する効果を評価する。 

 
評価点＝∑｛（c12i(v12)×Q12i）－（c12i(v’12)×Q’12i）｝ 

 

c12(v) ： CO2排出原単位（g/km 台） 
Q12 ： 影響圏域内の道路の現況交通量（台キロ） 

Q’12 ： 影響圏域内の道路の対象区間整備後交通量（台キロ） 

v12 ： 影響圏域内の道路の現況速度(km/h) 

v’12 ： 影響圏域内の道路の対象区間整備後速度(km/h) 

i ： 車種区分（大型、小型） 

 

指 標 

【定義】 

• CO2排出原単位 
   ・速度別、2車種別（大型、小型）（国土技術総合政策研究所（H12）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間の供用に伴う自動車交通の走行速度の向上により、地球環境の保全に寄与する効果

を、CO2の排出削減量で評価。 

ヒストグラム 偏差値 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.13. 並行する緊急輸送道路が通行止めになった場合の迂回路が長大である 

目 的  並行する緊急輸送道路が通行止めになった場合に、整備対象高速道路が代替路線として機能

し、現況での迂回路が大幅に短縮されることによる、地域の経済、生活等の安全性向上に対する

効果を評価する。 

 
     評価点＝X13 

X13 ： 対象区間に並行する緊急輸送道路と現況での迂回路の距離の差(km) 

なお、緊急輸送道路に並行して既に高速道路ネットワークが存在する場合には、

新たに並行する高速道路が整備されたとしても評価の対象としない。 

指 標 

【指標定義】 

• 対象区間に並行する緊急輸送道路 
・ 交通量、当該対象区間からの距離等からみて主要な、対象区間に並行する緊急輸送道
路。（一般国道を基本とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 現況の迂回路 
・ 緊急輸送道路の全区間が不通となった場合に大型車両が通行可能な改良済・幅員 5.5m
以上かつ距離最短の路線（県道以上）。 

 

【評価点の考え方】 

・ 対象区間に並行する緊急輸送道路と現況の迂回路との距離の差で評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒストグラム 偏差値 
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1.14. 並行する緊急輸送道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある 

目 的 並行する緊急輸送道路が冬季交通障害や異常気象時に通行止めになった場合に、整備対象高速

道路が代替路線として機能することによる、地域の経済、生活等の安全性向上に対する効果を評

価する。 

 
     評価点＝T14 

 

T14 ： 対象区間に並行する緊急輸送道路における過去 10 年間の年間平均通行止め時間（h/年） 

なお、緊急輸送道路に並行して既に高速道路ネットワークが存在する場合は、

新たに並行する高速道路が整備されたとしても評価の対象としない。 

指 標 

【定義】 

• 対象区間に並行する緊急輸送道路 
・ 交通量、当該対象区間からの距離等からみて主要な、対象区間に並行する緊急輸送道
路。（一般国道を基本とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 通行止め時間 
   ・対象区間に並行する緊急輸送道路における、豪雨、豪雪等自然災害による通行止め（凍
結によるスリップ事故や吹きだまりでの立ち往生などの事故によるものも含む）、異常
気象時における事前通行規制等による過去 10 年間の年間平均通行止め時間。 

 

【評価点の考え方】 

・対象区間について、その緊急輸送道路の通行止め時間を評価。 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

対象区間 

高速道路（現況） 

：緊急輸送道路 

：評価の対象とする区間 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 

緊急輸送道路 
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1.15. 並行する高速道路の代替路線を形成する 

目 的 阪神大震災の経験を踏まえ、並行する高速ネットワークの代替路線が形成されることにより、

安定した国民生活と災害に強い国土構造実現のためのリダンダンシーが確保されることによる

リスク低減効果を評価する。 

 
     評価点＝X15 
 

X15 ： 現況で広域ブロック中心都市間を時間最短で連絡する高速ルート上の JCT 間が

不通となった際に、対象区間が新たな時間最短ルートを形成するか否か(1or0) 

指 標 

【定義】 

• 広域ブロック中心都市 
   ・北海道、沖縄を除く地方整備局の所在都市 
   ・本指標は高速ネットワークでのリダンダンシー検証であるため、一般道路は考慮してい
ない。従って、各整備局所在都市位置を最寄 IC ノードで代表させている。 

• JCT 

   ・異なる高規格幹線道路の路線が交差する箇所 

 

【評価点の考え方】 

・JCT 間が不通のケースにおいて、対象区間が時間最短ルートを形成する場合に対象区間を評

価。 

・代替ルートを形成するか、しないか(1or0)で評価点し、複数の JCT 間の不通による代替ルー

トを形成しても点数は積上げず、評価点は 1とする 

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 段階評価 
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※ 評価点については精査中。ヒストグラムは 19 区間によるケーススタディー。 
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1.16. 地方公共団体の創意工夫による自主的な取り組み状況を評価する 

目 的 波及的影響の上記項目では評価不可能な地方の創意工夫による取り組み状況や協力姿勢を評

価し、地方の自主的な努力に対するインセンティブを付与するため、地方公共団体が策定する地

域計画との整合や、利用増進・コスト縮減などを評価する。 

 
評価点＝X16-1＋X16-2＋X16-3 

 
X16-1 ： 地域計画との連携（1.5 点満点） 
X16-2 ： 利用増進への取り組み（1.5 点満点） 

X16-3 ： コスト縮減への取り組み（2点満点） 

指 標 

【定義、評価点の考え方】（カッコ内は重み） 

１．地域計画との連携 X16-1＝Xa×0.1＋Xb×0.2 

a)地域計画における高速道路の位置付けの有無（10％） 

対象路線・区間が位置づけられた地域計画が策定されている市町村数 

対象路線・区間が通過する市町村数 

条 件 評価点 
Ｘa＝1.0 ５ 
0.9≦Ｘa＜1.0 ４ 
0.8≦Ｘa＜0.9 ３ 
0.7≦Ｘa＜0.8 ２ 
Ｘa＜0.7 １ 

 

b)地域計画で期待される高速道路の機能・役割の多様性（20％） 

Ｘb＝地域計画において高速道路に期待される機能や役割の延べ種類数 

条 件 評価点 
10≦Ｘb ５ 
8≦Ｘb＜10 ４ 
6≦Ｘb＜8 ３ 
4≦Ｘb＜6 ２ 
Ｘb＜4 １ 

 

２．利用増進の取り組み X16-2＝Xc×0.15＋Xd×0.15 

c)広域行政を活発化するための施設整備の有無（15％） 

Ｘc＝広域行政を前提として整備された施設の種類数 

条 件 評価点 
5≦Ｘc ５ 
Ｘc＝4 ４ 
Ｘc＝3 ３ 
Ｘc＝2 ２ 
Ｘc≦１ １ 

d)利用増進に向けたソフト施策に対する取り組みの有無（15％） 

Ｘd＝利用増進に向けた取り組みの種類数 

条 件 評価点 
15≦Ｘd ５ 
11≦Ｘd＜15 ４ 
7≦Ｘd＜11 ３ 
3≦Ｘd＜7 ２ 
Ｘd＜3 １  

Ｘa＝ 

・ 交流連携 
・ 物流及び企業立地、雇用創出 
・ 観光振興 
・ まちづくり・生活圏 
・ 高度医療・広域消防 
・ 災害時の代替路 
・ 研究開発 

・ 空港・港湾との連絡 
・ 環境の改善    等 

・ 高度医療施設の整備 
・ 福祉施設 
・ スポーツ施設 
・ 文化施設 
・ 行政機関の統廃合・移転   等 

・ 高速道路に関する委員会・協議会等の設置 
・ 高速道に関するシンポジウム・フォーラム・座談会等の開催 
・ 高速道路に関する参加型イベントの開催 
・ 高速道路に関するラジオ・テレビによる広報 
・ 高速利用に関するＨＰの設置 
・ 観光施設等と連携した各種施設の割引等の実施予定   等 
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 ３．コスト縮減への取り組み X16-3＝（Xe14 ＋Xe15）×0.1＋Xf×0.15＋Xg×0.05 

e)コスト縮減に直接影響する地方公共団体の協力状況（H14 まで、H15 以降それぞれ 10％） 

Ｘe14＝H14 までのコスト縮減の具体的取り組みの種類数 

Ｘe15＝H15 以降のコスト縮減の具体的取り組みの種類数 

条 件 評価点 
10≦Ｘe ５ 
8≦Ｘe＜10 ４ 
6≦Ｘe＜8 ３ 
4≦Ｘe＜6 ２ 
Ｘe＜4 １ 

 

f)地方公共団体の協力費用の状況（15％） 

地方公共団体の協力費用 

対象路線・区間の総事業費   

条 件 評価点 
4.5≦Ｘf ５ 
3.5≦Ｘf＜4.5 ４ 
2.5≦Ｘf＜3.5 ３ 
1.5≦Ｘf＜2.5 ２ 
Ｘf＜1.5 １ 

 

g)事業の円滑な執行に向けた地方公共団体のソフト面の取り組み状況（5％） 

Ｘg＝ソフト面の取り組みの種類数 

条 件 評価点 
Ｘg＝5 ５ 
Ｘg＝4 ４ 
Ｘg＝3 ３ 
Ｘg＝2 ２ 
Ｘg＝1 １  

ヒストグラム 偏差値 

 

 

 

 

 

5 段階評価 

 

 

 

Ｘf＝ 
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※ 評価点については精査中。 

・ 土取り場等の確保 
・ 残土処分地の確保 
・ 先行調査の実施 
・ 工事用道路、測道等の確保 
・ 案内標識の整備 
・ 交差道路の整備 
・ 河川、流末等の整備 
・ 用地買収への協力    等 

・ 用地取得へ向けた体制の確立 
・ 具体的な取り組みの実施 
・ 高速道路窓口の設置 
・ 高速道路の建設促進に向けた組織の設置 
・ 高速道路の必要性に関する広報活動 

×100 
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総合評価において前提とするネットワークの考え方 

 
 
  ①１１，５２０ｋｍを前提とした場合の評価の基本単位は、ジャンクション間な

ど、概ね一つのかたまりと考えられる区間 

  ②ただし、評価の基本単位が長大な場合は、県境や拠点都市で適宜分割 
  ③また、基本単位内に整備計画区間と基本計画などが混在する場合は、整備計画

区間の未供用区間を最終的な評価区間として設定 
 
 
【評価区間の決定例】 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

評価区間 

評価の基本単
位 

評価区間 

評価の 
基本単位 

新宮 

 評価区間 

評価の 
基本単位 

評価区間 

評価区間 

評価の基本単位 

参考資料３ 



Ⅱ．民営化に向けた作業スケジュールについて

平成１４年度

－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 １－３月

本州四国連絡橋公団の債務処理等

新直轄方式の導入
（国と地方の負担による高速道路整備）

コスト削減計画の策定

関連法人の抜本的見直し

公団における民間経営ノウハウの導入

民間企業並財務諸表の作成・公表

新会社による高速道路等の整備の具体的な仕組み
（道路料金収入を極力活用した仕組みも含む）

国・機構・新会社の関係

新会社及び機構の具体的な組織、業務

税制・金融上の取扱い

平成１７年度
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